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「インフラ維持管理をめぐる 
国土交通省の最近の取り組み」 

国土交通省 総合政策局 

事業総括調整官 

佐藤寿延 

日本の公的固定資本ストックの７割は国交省所管 

道路, 34.7% 

港湾, 3.8% 

航空, 0.4% 

鉄道（鉄道建設・運輸

施設整備機構）, 0.7% 

鉄道（地下鉄等）, 1.1% 公共賃貸住宅, 6.2% 

下水道, 11.2% 廃棄物処理, 1.7% 

水道, 

5.3% 
都市公園, 1.1% 

文教施設（学校施設・

学術施設）, 8.9% 

文教施設（社会教

育施設・社会体育

施設・文化施設）, 

2.1% 

治水, 7.7% 

治山, 1.5% 

海岸, 0.9% 
農林漁業（農

業）, 8.7% 

農林漁業（林業）, 1.4% 

農林漁業（漁業）, 1.7% 
郵便, 0.1% 国有林, 0.4% 

工業用水道, 0.3% 

出典：日本の社会資本2012（内閣府）から 
国土交通省作成 

合計 

４６３ 
兆円 

（注３）GDP統計上、公的固定資

本に含まれるべき医療等社会
福祉施設、庁舎、再開発ビル
等建設、土地造成、電気、ガ
ス事業用施設、公営墓地、保
養施設、自衛隊施設、矯正施
設及び人工衛星等は対象外と
している。 

（注２）減価償却は定額法（残存
価値＝0 ）により算定 

（注１）金額は2005年基準 

参考： 

東日本大震災のインフラ被
害額 １６．９兆円 
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建設後50年を経過する社会資本の割合 
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2013年3月 2023年3月 2033年3月 

道路橋 
[約40万橋注１（橋長２ｍ以上の橋約
70万のうち）] 

約18％ 約43％ 約67％ 

トンネル 
[約1万本注２] 

約20％ 約34％ 約50％ 

河川管理施設（水門等） 
[約１万施設注３] 

約25％ 約43％ 約64% 

下水道管きょ 
[総延長：約45万km注４] 

約2％ 約9％ 約24％ 

港湾岸壁 
[約5千施設注５（水深－4.5m以深）] 

約8％ 約32％ 約58％ 

注１：建設年度不明橋梁の約３０万橋については、割合の算出にあたり除いている。 
注２：建設年度不明トンネルの約２５０本については、割合の算出にあたり除いている。 
注３：国管理の施設のみ。建設年度が不明な約1,000施設を含む。（50年以内に整備された施設についてはおおむね記録が存在して

いることから、建設年度が不明な施設は約50年以上経過した施設として整理している。） 
注４：建設年度が不明な約1万5千kmを含む。（30年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度

が不明な施設は約30年以上経過した施設として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整
備延長を按分し、計上している。） 

注５：建設年度不明岸壁の約100施設については、割合の算出にあたり除いている。 
 

 ５０％増 

 ３０％増 

 ４０％増 

 ２０％増 

 ５０％増 

7月 大臣より社会資本整備審議会長及び交通政策審議会長あて諮問 
  社会資本メンテナンス戦略小委員会を設置 
 
8月 第１回小委員会開催 
    

1月 緊急提言 

    

5月 中間答申 

    

12月 答申 

 

4月 第１回小委員会開催（第２期） 

    

               

Ｈ２４ 
年度 

Ｈ２５ 
年度 

12/2 笹子トンネル事故発生  

社会資本メンテナンス戦略小委員会の審議経過 

Ｈ２６ 
年度 

計9回の小委員会と計3回の現地視察
を開催し、調査審議 

1. 点検・診断に関する資格制度の確立 

2. 維持管理を円滑に行うための体制、地方公共団体等
の支援方策 

3. 維持管理・更新に係る情報の共有化、見える化 
4. メンテナンス技術の国際化 

答申で提言された施策の具体化を引き続き検討 
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社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置 工程表(全体像・概要)平成２５年３月２１日決定 

○道路、ダム、港湾、空港 
  トンネル内附属物 等 

○新幹線トンネル内モルタル等 

H25年3月末 6月 H26年3月末 H27年3月末 

7月 

○河川、ダム、砂防、海岸 

○道路（トンネル内附属物以外）、下水道、港湾、空港、鉄道 等 

○総点検実施要領の策定、維持管理に係る基準・マニュアルの見直
し 

緊
急
点
検

 

集
中
点
検

 

基
準

 

○データベースの構築、情報の蓄積・充実・共有化 
情
報

 

○プラットフォーム による一体的運
用 

○非破壊検査等による点検・診断技術等の開発、導入 
○ＩＴ等を活用したイノベーション 

技
術

 

○新基準の運用 

長
寿
命
化

計
画

 

○地方への支援 （防災・安全交付金、技術相談窓口の機能強化、基準・マニュアルの提供 等） 

○維持管理等の担い手支援（建設産業、入札契約制度、ＰＦＩ／ＰＰＰ 等） 

○国土交通省に社会資本老朽化対策推進室を設置、道路法・河川法・港湾法等の改正 等 

○長寿命化計画の記載事項の見直し 

○交付金による支援 等 

○長寿命化計画の 
   策定推進 

長
寿
命
化
計
画
を
核
と
し
た
本
格
的
な
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
へ
移
行

 

○原則として通常のＰＤＣＡサイク
ルの中で実施 

※ 多くの施設を管理する地方公共団体等においては、H26年度以降も継続する場合もある 

詳細は国土交通省ＨＰ内「社会資本の老朽化対策」参照（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/sosei_point_mn_000003.html） 

予
算
、
制
度
等
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道路法等の一部を改正する法律             

 道路の老朽化や大規模な災害の発生の可能性等を踏まえた道路の適正な管理
を図るため、予防保全の観点も踏まえて道路の点検を行うべきことを明確化すると
ともに、大型車両の通行経路の合理化と併せた制限違反車両の取締りの強化、
防災上重要な経路を構成する道路の無電柱化の促進、災害時の道路啓開の迅
速化等の所要の措置を講ずる。 

 
平成25年3月15日  閣議決定 
      5月15日  衆議院 可決 
      5月29日  参議院 可決 
      6月 5日  公布 

経過 

概要 

道路構造物の予防保全・老朽化対策 
【道路の維持・修繕の充実（ハード対策）】 
 ○道路の予防保全の観点も踏まえた点検実施の明確化 
 ○国土交通大臣による点検結果の調査（技術開発等への活用） 
 ○一定の構造物を対象とした国土交通大臣による修繕・改築の代行 
【大型車両の通行の適正化（ソフト対策）】 

 ○国土交通大臣が指定する高速道路等に特殊車両の通行を誘導 
   するため、当該道路における一定の特殊車両の許可を国土交通  
   大臣が一元的に実施 
 ○重量制限違反を繰り返す車両の使用者等に対する監督強化 

維持管理に係る改正内容 

維持管理等に係る法令改正（道路） 
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社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置 

kyoten
スタンプ
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水防法及び河川法の一部を改正する法律 

 近年頻発する水害を踏まえ、水防活動及び河川管理をより適切なものとし、そ
の連携を強化するため、河川管理者等による水防活動への協力の推進を図る
ための措置、河川管理施設等の維持・修繕の基準の創設、河川協力団体制度
の創設等の措置を講ずるとともに、再生可能エネルギーの普及の促進を図るた
め、従属発電に関する登録制度を創設する。 

 
 
河川管理施設の老朽化対策等適切な維持管理の確保 
【河川管理施設等の維持・修繕の基準の創設】 
 ○河川管理施設等を良好な状態に保つよう維持・修繕すべきことを 
      明確化 
 ○維持・修繕の基準を策定（政令） 
【河川協力団体の指定等】 
 ○河川管理者は、河川管理に協力する法人又は団体（NPO等）を 
      河川協力団体として指定 
 ○河川管理者からの河川管理施設の維持・操作、除草等の委託先 
      に民間団体を追加 

 
平成25年4月 5日  閣議決定 
 
      5月15日  衆議院 可決 
 
      6月 5日  参議院可決 
 
      6月12日  公布 
 

概要 

経過 維持管理に係る改正内容 

維持管理等に係る法令改正（河川） 
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社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置 
各分野における点検サイクルについて 

  施設分野 
現行マニュアル等
※策定・改定時期 

点検方法 健全性評価 点検サイクル  

河川 
分野 

堤防、可動堰、
水門、樋門等 

H25年5月 目視点検 （検討中） 
毎年 

［政令：H25年12月～施行］ 

ダム 

【定期検査】H14年 2月 計測記録確認、 
目視点検等 

3段階 概ね3年 

【総合点検】H25年10月 現地調査、 
劣化・損傷調査等 

5段階 
30年 

※管理開始後30年以上経過した施
設は、H28年度までに一巡 

下水道 
分野 

処理場・ポンプ
場（機器ごと） 

H25年9月 

目視 5段階 ― 

管路（スパンご
と） 

目視、TVカメラ 3段階 （検討中） 

道路 
分野 

橋梁、トンネル等 H26年6月 近接目視 4段階 
5年 

［省令：H26年7月～施行］ 

港湾 
分野 

港湾施設 H26年7月 
陸上、海上から目

視及び計測等 
4段階 

5年以内（重要な施設は3年以内）  
［告示：H26年3月～施行］ 

○各分野での点検サイクル（点検間隔）は概ね５年以内となっている。 
○点検が一巡し、全国レベルで施設の健全性が明らかになる最初の５年間を「インフラ情報重点化五
箇年」と位置づける。 

  

※マニュアル等は都道府県等へは技術的助言として通知している。 
※日常点検等については本表の対象外。 8 

※１．国土交通省所管の社会資本10分野（道路、治水、下水道、港湾、公営住宅、公園、海岸、空港、航路標識、官庁施設）の、国、地

方公共団体、地方道路公社、（独）資源機構が管理者のものを対象に、建設年度毎の施設数を調査し、過去の維持管理、更新実績

等を踏まえて推計。 

※２．今後の新設、除却量は推定が困難であるため考慮していない。 

※３．施設更新時の機能向上については、同等の機能で更新（但し、現行の耐震基準等への対応は含む。）するものとしている。 

※４．用地費、補償費、災害復旧費は含まない。 

※５．個々の社会資本で、施設の立地条件の違いによる損傷程度の差異や維持管理・更新工事での制約条件が異なる等の理由

により、維持管理・更新単価や更新時期に幅があるため、推計額は幅を持った値としている。 

○社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会「社会資本メンテナンス戦略小委員
会」での審議を踏まえ、国土交通省において試算した結果によると、2013年度の維持管理・更新費は
約3.6兆円、10年後は4.3～5.1兆円、20年後は4.6～5.5兆円程度になるものと推定される。 

将来の維持管理・更新費の将来推計 
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年度 推計結果 

2013年度 約3.6兆円 

2023年度 
（10年後） 

約4.3～5.1兆円 

2033年度 
（20年後） 

約4.6～5.5兆円 

1.2～1.5倍 

維持補修に関係する積算基準の見直し 
施工実態を反映した土木工事積算基準の改定を行い、平成２６年４月１日から適用している。 
 

 ①維持修繕工事の標準歩掛の新設・見直し 
 ②間接工事費率（共通仮設費率、現場管理費率）の見直し 
  （施工箇所点在や小規模施工に対応） 

②間接工事費率の見直し 
・間接工事費を算定する、工事箇所の単位を 
 直径５ｋｍから１ｋｍ程度に見直し 
・小規模施工の実態に合わせるため、より小規模の
工事の間接工事費率を設定 

①維持修繕工事の標準歩掛の新設・見直し 
・橋梁補修関係の３工種の歩掛を新設 
 （断面修復工、ひび割れ補修工、表面被覆工） 

写真：断面修復工 写真：ひび割れ補修
工 

道路維持工事

共通仮設費（下限値） 現場管理費（下限値）

600万円 16.64% 700万円 40.50%現行率式対象額下限 →

200万円 28.49% 200万円 47.02%改定率式対象額下限 →

河川維持工事

共通仮設費（下限値） 現場管理費（下限値）

600万円 8.34% 700万円 34.30%

200万円 9.05% 200万円 38.42%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

共
通
仮
設
費
率
（
％
）

LOG対象金額

共通仮設費－改定率式・下限値変更 （道路維持工事）

改定率式(下限：200万) 現行率式(下限：600万)

100万 1千万 1億 10億 20億200万 600万

下限値見直し

Ｕ
Ｐ

・切削ｵｰﾊﾞｰﾚｲ工、堤防除草工、道路除草工の歩掛見
直し 

写真：路面切削作業 写真：除草作業 

 
 
維持管理・更新に係る入札契約制度の改善 
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NETIS 

実用段階にありながら現場での導入が遅れている技術については、ＮＥＴＩＳ（新技術情報
提供システム）(※)等を活用し、公募した技術を現場で活用し、結果を公表することにより、
技術の更なる活用および技術の改善を促進 

維持管理支援 
サイト 

１．非破壊検査技術等の点検・診断技
術を公募し、現場で活用 

 ◆現場（地方支分部局、研究機関等）におい
てフィールドを提供 

 ◆ＮＥＴＩＳ登録技術の他、民間等によ
る新技術等を幅広く対象 

 ◆事前審査等の手続きを簡略化し、
迅速に活用 

 

２．活用結果を公表 

 ◆現場での活用効果調査結果（効果、課

題等）を公表 
 

３．ＮＥＴＩＳ維持管理支援サイトを新設 

 ◆公募情報、活用結果等を専用サイト
で公表する等、幅広く情報を共有 

⇒ Ｈ２５より実施。 
 ・コンクリートのひび割れについて遠方から検出が可能な

技術 
 ・水中部にある鋼構造物の腐食や損傷等を検出する技術 

民間等による新技術 

事前審査 

公募 

現場での活用 

活用効果調査 
（現場等） 

評価 
（評価会議等） 

点検・診断は 
手続を簡素化 

（登録） 

  技術特性に
応じた調査・
評価の実施 

公募情報・
結果の公表 

＜取組概要＞ 

（評価結果の公表） 

（青）→ 従前の流れ 
（赤）→ 新たな取組み 

[NETIS(フィールド提供型)の活用例] 

※NETIS(New Technology Information System)とは 
 民間等により開発された新技術をデータベース化し、HPでの公表を通し、広

く情報共有するとともに、公共工事等において積極的に活用・評価し、技術開
発を促進していくためのシステム 

 
効率的・効果的な維持管理・更新のための技術開発等 

11 

 次世代社会インフラ用ロボットの開発・導入の推進 ○ 今後増大するインフラ点検を効果的・効率的に行い、また、人が近づくことが困難な災害現場 
 の調査や応急復旧を迅速かつ的確に実施する実用性の高いロボットの開発・導入を促進する。 

施策の内容 
○我が国の社会インフラをめぐっては、老朽化
の進行、地震及び風水害の災害リスクの高まり
等の課題に直面している。 
 
○ロボット開発・導入が必要な「５つの重点分
野」（維持管理：トンネル・橋梁・水中、 災害対
応：調査・応急復旧）を明確化し、これらに対応
できるロボットを民間企業や大学等から公募
し、直轄現場で検証・評価を行うことにより、開
発・導入を促進する。 

《安全確保》  

《 効 率 化 》 

《産業創出》 

施策の効果 人の立入が困難な現場における迅速且つ的確なインフラ点検、災害対応 

人の作業を代替・支援するロボットにより、点検作業の効率化 

国内外でのインフラ維持管理・災害対応に係る市場を創出 

次世代社会インフラ用ロボット開発・導入重点分野（平成25年12月国土交通省、経済産業省公表）

○橋梁

近接目視の代替・支援
打音検査の代替・支援 等

○トンネル

○水中
堆積物の状況把握
近接目視の代替・支援 等

○調査
地形データの取得
崩落状態や規模の把握
引火性ガス等に係る情報の取得 等

○応急復旧
近接目視の代替・支援
打音検査の代替・支援 等

（１）維持管理 （２）災害対応

応急復旧
排水作業 等

現場検証･評価 （国土交通省） 

現場ニー
ズ 

・公募 
・現場検証 
・評価 

H26 

 

公
募 
 

 

評
価 
 

開発・改良 

H27 

直轄現場での
試行的導入、 
評価・改良 

H28～ 

本
格
導
入 

開発・改良 

試行的導入に向けて 
より実践的な現場検証 

H25 

重点分野の明確
化 

技術シーズ 

実施フロー 

機器の開発を支援 （経済産業省） 

12 
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 例 「コンクリートのひび割れについて遠方から検出が可能な技術」の公募 

「道路メンテナンス会議」による地方公共団体の取組に対する体制支援 

会議状況 

関係機関の連携による検討体制を整え、課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的な老朽化
対策の推進を図ることを目的に、全都道府県で「道路メンテナンス会議」を設置済（H26.7）。 

・地方整備局（直轄事務所） 

・地方公共団体（都道府県、市町村） 

・高速道路会社（NEXCO ・首都高速・ 

 阪神高速・本四高速・指定都市高速等） 

・道路公社 

体制 

１．研修・基準類の説明会等の調整 

２．点検・修繕において、優先順位等の考え方に 

   該当する路線の選定・確認 

３．点検・措置状況の集約・評価・公表 

４．点検業務の発注支援（地域一括発注等） 

５．技術的な相談対応           等 

役割 

14 

 地方公共団体に対する支援 

○平成２６年度以降の新たな取組として、「社会資本の維持管理に係る研修の充実・
強化」を行っているところ。 

○道路、河川分野の研修 
  各地方整備局等の技術事務所等を利用

した全国的な研修体制を敷くことで、維持
管理に係る能力を特に強化 

○港湾分野（海岸保全施設を含む）の研修 
   国土技術政策総合研究所において全国の国

及び 港湾管理者の職員を対象にした研修の
実施をもって、維持管理に係る能力を特に強化 

・ 確実な維持管理が行えるよう、従来の取組みに加え、実務的な点検の適切な実施・
評価に資する研修体制を充実・強化。 

・ 技術者不足が指摘されている地方公共団体等への技術的支援の一環として、平成
２６年度より研修への地方公共団体等職員の参加を呼びかけている。 

平成26年度河川管理実務者研修の様子（近畿地方整備局） 平成26年度港湾における維持管理の研修の様子 

社会資本の維持管理に係る研修の充実・強化 

道路:5000人/5年 河川:１000人/5年 港湾:４00人/5年 

15 

 研修の充実・強化 

技術的支援 
・点検・診断・補修に係る技術的
な指針等の策定 

・点検・診断やメンテナンス、長寿
命化に係る技術開発 

財政的支援 
防災・安全交付金等で以下を支援 

・長寿命化計画策定費 
・長寿命化計画に基づく長寿命化 
 対策修繕及び更新 

例）橋梁・トンネルの補修 

老朽化対策支援 

ワンストップ相談窓口 
（企画部等） 

地方整備局 

道路部 河川部 港湾空港部 建政部 営繕部 ・・・ 

Ａ地方 

公共団体 

Ｂ地方 

公共団体 

Ｃ地方 

公共団体 

個別補助
金を原則
廃止 

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金 

社会資本整備総合交付金 
 

（成長力強化や地域活性化等に 
つながる事業） 

防災・安全交付金 
（24年度補正予算に 

おいて創設） 
「命と暮らしを守るインフ
ラ再構築」、 
「生活空間の安全確保」  
を集中的に支援 

地
域
自
主
戦
略
交
付
金 

＜従前の補助金＞ 

道路 

河川 

海岸 

まちづくり 

下水道 

住宅 

港湾 

・ 

・
・ 

砂防 

○地方公共団体が各施設の予防保全的管理を推進できるよう、財政的支援や技術的支援を実施 

老朽化対策支援に関する 

ワンストップ相談窓口の開設 

H25.7.16設置 

研究機関等の技術的助言 

・浜松市からの要請によ
り、中部地整TEC-FORCE

派遣、国総研・土研の現
地派遣を実施 

原田橋（浜松市管
理）に対する技術支
援（平成２４年４月） 

・技術系職員への研修等人材育成 

・研究機関等の技術的助言 

・地方公共団体に対する助言体制の強化  
                        等 

 
 地方公共団体等が円滑に維持管理・更新を行うための枠組みの提示 
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社会資本メンテナンス戦略小委員会（第２期）において引き続き検討する事項 

１．点検・診断に関する資格制度の確立 ２．体制、地方公共団体等の支援方策 

３．情報の共有化、見える化 ４．メンテナンス技術の国際化 

・国民への情報提供・見える化の実施 
・研究・産業界に向けた情報提供・共
有化の実施 

資格の評価認証機関の設置 

技術水準を満たす民間資格の評価・ 
認定 

・平成２７年度からの資格制度活用を目
指し、民間資格の評価・認定のための
制度を構築 

・日本のメンテナンス技術の国際展
開の方向性の明確化 

技術の国際標準化を目指す 

・個別法を踏まえた代行措置の充実 

・専門の技術者から構成される組織
等の支援体制の確立 

維持管理・更新に係る情報の適切な
共有・見える化による国民の理解・協
力の促進及び技術開発の促進 

技術力不足、人材不足等のバック
アップ 

業務発注の際の資格要件として活用 

17 

 

  「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方」 

国土交通大臣より諮問 

１．民間資格の登録制度創設の経緯等について 

平成２４年 ７月 

平成２５年１２月  
「本格的なﾒﾝﾃﾅﾝｽ時代に向けたｲﾝﾌﾗ政策の総合的な充実」  
 ～キックオフ「ﾒﾝﾃﾅﾝｽ政策元年」～ 

社会資本整備審議会、交通政策審議会  答申 

社会資本整備審議会、交通政策審議会 

平成２６年 ３月  
１．点検・診断に関する資格制度の確立 

技術部会 引き続き検討すべき４項目を決定 

平成２６年 ４月  
点検・診断に関する資格制度の確立を優先課題として決定 

社会資本ﾒﾝﾃﾅﾝｽ戦略小委員会  資格制度の検討に着手  

平成２６年１１月 

 
 

「社会資本ﾒﾝﾃﾅﾝｽの確立にむけて緊急提言：民間資格の登録制度の創
設」の提言・公表 

 

技術部会  「緊急提言：民間資格の登録制度の創設」提言  

公共事業に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程
の告示 

平成２６年 ８月 

・維持管理分野の資格制度の構築 
・新設分野の資格制度の構築が必要 

18 
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測量 
（地質） 
調査 

設計 

国 

計画 設計 施 工 維持管理 

工事 

発 注 発 注 発 注 発 注 

（概念
図） 

点検 診断 
補修 
設計 

発 注 

計画 

発 注 

（測量法） 

    【検討中】 
     新設の調査・設計等の分野における 
    技術者の民間資格の登録制度 

【登録規程の告示（H26.11.28） 】 
維持管理分野における民間資格
の登録制度 

○施設等の対象 ： 国土交通省所管の社会資本分野のうち、土木構造物等。 
○業務の対象    ： 工事完成後の点検、診断、 補修設計等。 
                         ※今後、計画、調査、設計等（測量を除く）についても、制度構築に向けて検討中。 

（ 都道府県、 市町村 ） 

調査 

民間資格の登録制度が対象とする業務範囲 

19 

２．「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要 

④登録要件を満たす民間資格を登録 

＜背景＞ 

•老朽化施設の増加と維持管理に関する法令等の整備に伴い、今後点検・診断等の業務の増加が見込まれる 
•業務発注時に、特に市町村において技術者の資格が十分活用されていない 
•平成26年6月に改正された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」において、資格等による適切な能力の評価
が規定。 

①点検・診断等の業務に必要な知識・技術を登録要件として明確化 

＜民間資格の登録等のプロセス＞ 

国土交通省が業務内容に応じて必要となる知識・技術を登録要件として明確化し、登録要件等に適合すると
評価された民間資格を登録する登録規程を国土交通大臣が告示。 

②民間資格を公募 

③民間資格を業務内容に応じた必要な知識・技術を有するか評価 

外注業務において登録された資格を活用 

２．「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要 

  登録規程の枠組
み 

道路 砂防 ○○

橋梁（鋼橋）
橋梁（コンクリート

橋）
トンネル 砂防設備 ○○

点検
道路橋（鋼橋）の点検業務の実施にあたり、道路法施行規
則第４条の５の２に定められた事項（健全性の診断を除く）
を確実に履行するために必要な知識及び技術

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

診断 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

道路 砂防 ○○

橋梁（鋼橋） 橋梁（コンクリート橋） トンネル 砂防設備 ○○

点検
○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士
○○技術士

・・・

診断 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

20 

知識・技術を求める者:      

今回の登録規程に位置付けた施設分野-業務-知識・技術を求める者 

道路 砂防 海岸 港湾 空港 
都市
公園 

業 務 

橋
梁
（鋼
橋
） 

橋
梁
（コ
ン
ク
リ
ー
ト
橋
） 

ト
ン
ネ
ル 

砂
防
設
備 

地
す
べ
り
防
止
施
設 

急
傾
斜
地
崩
壊
防
止
施
設 

海
岸
堤
防
等 

港
湾
施
設 

空
港
施
設 

公
園
施
設
（遊
具
） 

点 検 

診 断 

補修設計 

施 

設 

分 

野 

管理技術者 

担当技術者 

管理技術者と担当技術者の両者 
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２．「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要 

注）本表以外に港湾施設における「計画策定」の業務がある。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路（橋梁） 

道路（トンネル） 

道路（舗装） 

下水道（管渠） 

下水道（処理

場） 

公営住宅 

公園 
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社会資本の管理体制の現状   各分野の管理者 

約430,000km 

約2,100箇所 

2,170,649戸 

101,111施設 

高速道路会社2% 

国 
4% 

都道府県 
19% 

政令市 
7% 

市区町村 
68% 約699,000橋 

（2m以上） 

約10,300本 

約3,100km2 

高速道路会社 
15% 

国 
13% 

都道府県 
46% 

政令市 
3% 

市区町村 
23% 

高速道路会社3% 

国 
7% 

都道府県 
21% 

政令市 
3% 

市区町村 
66% 

都道府県2% 

政令市 
23% 

市町村等 
75% 

都道府県 
9% 

政令市 
7% 

市町村他 
84% 

都道府県営 
43% 

政令市営 
18% 

市町村営 
39% 

都道府県 
1% 

政令市 
23% 

市町村 
76% 

国0.02% 

○各分野において、地方公共団体等管理が多い。 

社会資本に関する実態の把握結果 

各分野の管理者別の施設数 

国・高速道路会社 

都道府県・政令市 

社会資本整備審議会・交通政策審議会 
「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について 答申」（平成25年12月）参考資料よ
り作成 

11,497,331百万

円 

6,136,714百万

円 

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

平

成

5

年

度 

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

土木費 

○市町村の土木費は20年間で約5兆3606億円 
    減少している。 
○平成24年度は平成5年度に比べ約53％減と 
    なっている。 

（百万円 ） 

（地方財政統計年報より国土交通省作成 ） 

1,554,581人  

1,249,749人  

1,000,000

1,100,000

1,200,000

1,300,000

1,400,000

1,500,000

1,600,000

平

成

6

年 

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

職員数 

市町村職員数の推移 

○市町村の職員数は平成8年度の1,554,581人
をピークに17年連続して減少している。 

○平成25年度は平成8年度に比べ約20%減少し
ている。 

（人） 

（平成25年地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成 ） 

市町村における土木費の推移 

市町村における土木費、市町村職員数の推移 
１．市町村を取り巻く現状と課題 

○市町村における土木部門の職員数は平成8年度の124,685人をピークに17年連続で減少しており、 
  平成25年度は91,494人である。（平成8年度比約27%減） 

○市町村全体の職員数は、平成8年度から平成25年度の間で約20%減少していることから、 
  市町村における土木部門の職員数のピーク時からの減少割合は、全体の職員数のピーク時からの 
  減少割合よりも大きい。 

（人） 

（地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成 ） 

市町村における土木部門の職員数の推移 
１．市町村を取り巻く現状と課題 

市町村における職員数の推移 

124,685人  

91,494 人 

1,554,581人  

1,249,749人  

1,100,000

1,200,000

1,300,000

1,400,000

1,500,000

1,600,000

1,700,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

平成

6年 

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

市町村における土木部門の職員数（左軸） 市町村全体の職員数（右軸） 

（人） 

うち土木部門は 
約27%減少 

市町村全体では 
約20%減少 
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1.4  

0.6  

20.2  

81.0  

7.9  

33.0  

10.6  

6.8  

23.4  

26.8  

4.9  

91.9  

68.1  

19.7  

3.5  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

村 

町 

その他の市 

都道府県・政令市・ 

特別区・特例市・中… 

道路 

①維持管理・更新業務を担当する職員数 

21人～ 
1～5人 

6～10人 
11～20人 

○維持管理・更新業務を担当する職員が５人以下である町村が多く、
一部では担当する職員がいない市町村も存在 

25 ※同一の職員が複数分野の業務を担当している場合には、重複して計上 

52.9  

9.1  

6.6  

20.0  

4.5  

38.2  

4.5  

7.3  

7.0  

18.2  

37.6  

49.1  

1.7  

47.3  

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

その他市区町村 

都道府県・政令市 

維持管理・更新に関する知見習得に向けた研修制度の設置 

国や他の機関における維持管理・更新に関する知見習得に向けた研修制度の活用 

維持管理・更新に専任する職員の配置 

維持管理・更新に従事する職員（技術職員等）の積極的な採用 

外部の技術的知見や人材を活用する仕組みの導入 

その他 

特に取組を実施せず 

⑤人材育成・推進体制の整備に関する取組状況 
  （複数選択） 

社会資本メンテナンス戦略小委員会中間答申（平成２５年５月３０日）参考資料より作成 

○政令市以外の市区町村では、人材育成や推進体制の整備に向け
た取組を行っていない自治体が過半数を超えている 
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技術者等の損害賠償責任に 
対応する補償制度等も検討 

２）技術者派遣の仕組みの構築 

 

 ○市町村が技術職員を新たに雇用・育成することが困難であることから、民間企業等で活躍する維持
管理に精通した技術者を活用することが現実的な対応策。 

 

 ○民間技術者等を活用する仕組みの構築にあたって、資格制度の活用も含めた検討が必要。 

 ○市町村が技術者派遣を受けるには、非常勤として個人を雇用する場合と、企業等と契約する場合がある。 

 ○個人を雇用する場合においては、技術者の保有資格等を明らかにするための技術者登録制度を検討すべき。 

 ○企業と契約する場合においては、企業の技術レベル等を事前に評価し、市町村の企業選定に資する仕組みを検討

すべき。 

背景と考え方 

今後の取組 

（概念
図） 支援メニュー 

・・・ 市町村 市町村 

市町村の自らの体制の充実 

④財政的支援 
・派遣される技術者の経費を国から支援 

①資格制度の活用 

国が市町村支援に 
必要な能力・技術・知識等を明確化 資格A 資格B ・・・ 

能力を満たす資格を認定 

③民間企業等の評価制度の構築 

組織 
に求める 

技術レベル 
を明確化 

団体A 団体B 

・・・ 

技術レベルを満たす 
団体を評価 

②技術者登録制度の構築 

技術者A  資格A 経験○年 ・・・ 
技術者B  資格B 経験△年 ・・・ 
技術者C  資格C 経験△年 ・・・ 

＜登録人材リスト＞ 

資格制度の活用も含めた検討 

②登録技術者 
の活用 

④財政的支援 

資格C 

 
③評価企業からの 

技術者派遣 

ケース1：個人を雇用する場合 ケース２：企業と契約する場合 

①有資格者の活用 
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点検・診断 
対
策
、
優
先 

順
位
等
の
判
断 監 督 

点検・診断 判断 措置・対策 

従来の外部委託範囲 

新たに外部委託する範囲 

行政で実施すべき範囲 

【凡例】 

補修・修繕 発 

注 

監 督 

検 

査 

発 

注 

検 

査 

点検・診断 
判断案作成 

検 

査 

発 

注 

監 督  

包
括
委
託 

行
政
事
務
の
外
部
委
託 

発注支援、監督補助、検査補助 

さらに 

補修・修繕 

対
策
、
優
先 

順
位
等
の
判
断 

○パターンA：「点検・診断」、「補修・修繕」を一括で発注  
十分な知識・経験を有する 

民間資格者による支援 

監 督 

発 

注 

検 

査 

道路の日常点検 

上下水道の点検 

○パターンB：異なる施設分野の業務を一括で発注  

ex）道路・上下水道の点検を一括で発注 

３）点検・診断、補修・修繕の民間事業者への包括的委託の活用 

判
断
案
作
成 

 

 ○市町村が自ら実施している維持管理に関する行政事務のうち、他者に代替させることが可能な事務について、 

   外部委託を行うことで施設管理者の人員、技術力不足を補うことが可能。 

 ○包括的民間委託は下水道処理場や道路分野で活用事例があり、必要に応じ活用を図ることが望まれる。 

背景と考え方 

 

 ○従来行政が行ってきた事務の一部についても、民間等の技術力を活用すべき。 
 ○点検・診断から補修・修繕までの一貫した包括委託や、複数分野の一体的な包括委託を検討すべき。 

 ○国は、このような包括的委託を全国に普及させるとともに推進方策を講ずべき。 

今後の取組 

（概念図） 

２．体制・地方公共団体等の支援方策 
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業務項目 業務内容 直営 委託 

巡回業務 

・巡回計画の作成 

○ － 

・日常パトロールの実施 

・警察署との合同パトロールの実
施 

・巡回日誌の作成 

維持業務 

清掃業務 

・道路の清掃 

○ ○ 
・雨水桝の汚泥清掃 
・府中駅前ペデストリアンデッキ
の 

 清掃 

植栽管理
業務 

・馬場大門のけやき並木の管理 
・街路樹の剪定・除草 

－ ○ 

街路灯管
理業務 

・街路灯の設置・管理 － ○ 

補修・修繕業務 ・損傷箇所の補修 ○ ○ 

事故対応業務 

・事故処理に関わる資料作成 ○ 
（加害
者対
応、 
作業） 

○ 
（作
業） 

・事故処理に関わる補修作業 

・事故に伴う補修費用等の集計 

災害対応業務 
・緊急パトロールの実施 

○ ○ 
・現地処理作業の実施 

苦情・要望対応業務 

・苦情・要望箇所の現地状況確認 ○ 
（苦情 
対応、 
作業） 

○ 
（作
業） 

・現地処理作業の実施 

占用物件管理業務 
・不法占用物の現地状況確認 

○ － 
・不法投棄の現地状況確認 

法定外公共物管理業
務 

・法定外公共物の維持管理 ○ ○ 

○これまで府中市では、道路の日常的管理について、 
   市の直営と複数の委託を合わせて対応 
 

○より効率のよい道路管理を目指すため、 
   2014年度から2016年度までの３年間、市内中心部の 
   道路施設等（延長約3.5km）における日常の維持管理 
  を対象として、包括的管理委託を実施 
 

○包括管理委託を受託する民間業者に要求する業務の
水準 
  及び特記事項をしめすものとして、 「要求水準書・リスク 
  分担」を作成 

包括管理受託者の業務範囲 

資料）府中市「けやき並木通り周辺地区道路等包括管理委 託要求水準
書・リスク分担（改訂版）」を基に作成。 

リスクの種類 リスクの内容 市 受託者 

施設損傷リスク 
（一部） 

通常利用での劣化によるもの ○ 

施設設置の隠れた瑕疵等、市の責めによる
もの 

○ 

施設管理 
コストリスク 

（一部） 

市の責めによる委託内容・用途の変更に伴
う、維持管理費の増大・減少 

○ 

特定の第三者の責めによる、維持管理費の
増大 

○ 

維持管理に係 
る事故リスク 

（一部） 

施設の維持管理を委託する時点で既に生じ
ていた瑕疵から生じる事故 

○ 

受託者の運営業務自体から生じる事故 ○ 

技術革新リスク
（一部） 

道路施設管理に関する技術の陳腐化による
追加投資 

○ 

従来の役割分担 

リスク分担表（一部抜粋） 

注） 上記の表は、包括管理委託の範囲内の業務であり、「境界確定、許可関
係、光熱水費、改修」などの管理業務は含まれていない。 

 府中市における道路分野の包括的管理委託 
４．具体的施策 （１）市町村の体制強化 ３）点検・診断、補修、修繕の民間事業者への包括的委託の活用 

府中市における包括管理委託方式、流山市による民間提案の事例 

① 

③ 

② 

[注] 新聞記事は故意に記事を消している。 
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４）体系的な技術的アドバイスの仕組みの構築 

背景と考え方 

（概念
図） 

市町村 都道府県 地整・
事務所 

連携 

技術的支
援の要請 

地域でルールづくり 
（技術的レベルに応じた対

応） 
社会的重要かつ１つの都
道府県に蓄積される技術
力では対応が厳に難しい
施設 

 

市町村が 
自ら対応 

（原則として 

   都道府
県） 

（限定的） 

施設管理者としての最終的な責任により対応 

技術的アドバイス 

（国） 

（都道 
 府県） 

＜ルール＞ 

技術的
アドバイ
ス 

通常業務を対応しな
がらの実施が困難 市町村 

技術的支援の要請増大 
技術的支援の専門組織の構築 

技術的高度なものについて技術的アドバイス実施 31 

○メンテナンスサイクルの取組が進み、施設の老朽化も急激に振興する中で、市町村では技術的に対応が困難 

 な維持管理が顕在化し、増加すると見込まれる。 

○技術的能力の違う主体が、それぞれの役割のもと、体系的に技術的アドバイスする仕組みが必要。 

市町村 改築・
修繕 

施設管理の目
標 

点

検・
診断 

支援 

体制強化等の仕組みの構築 

※国が直接管理していない分野 

国・都道府県・所管団体 
民間企業等 

 ○社会的に重要かつ一の都道府県に蓄積される技術力では厳に対応が困難なもの 

   については 国等が限定的に対応すべきであり、それ以外は都道府県で対応すべき。 

 ○市町村に対する技術的アドバイスについて、都道府県等が対応する手順等のルール化を図るべき。 

 ○都道府県や所管団体、民間企業等の活用を含め、体制強化等の仕組みを構築すべき。（国が直接管理していない分野） 

 ○高度な技術について適切な技術的アドバイス等を行うため、技術的支援を行う専門組織を構築すべき。 

今後の取組 
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Federal 
8,958橋 
(1.5%) 

Town 
29,886橋 
(4.9%) 

City 
44,377橋 
(7.3%) 

County 
227,221橋 
(37.4%) 

State 
283,995橋 
(46.7%) 

Other 
13,314橋 
(2.2%) 

日 本 米 国 

社会資本整備審議会道路分科会 第４４回基本政策部会 資料 出典：FHWA職員 2014.10.15 講演資料 
「Bridge and Tunnel Program Overview」より国土交通省作成 

橋梁(約6.1m以上) 

約61万橋 

日本と米国の道路橋の現状について 
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Who is responsible for bridges? 

• FHWA sets national standards for the proper safety 
inspection and condition evaluation of highway bridges 

•Bridges owners are responsible for 
inspection ,maintenance , and operation their bridges  

• Each State is responsible for maintaining an inventory 
of all bridges within the State except for federally or 
tribally owned bridges 

• States update inventory and submit data electronically 
to FHWA annually 

• FHWA monitors the conditions of the bridges across 
the Nation 

（連邦道路庁は、高速道路上にある橋梁における適正な安全点検と状態の評価のために国家基準を設定します。） 

（橋梁の管理者は点検、維持管理、そして、運用に対して責任があります。） 

（各々の州は、連邦、または、グループによって管理された橋を除いて州の中のすべての橋梁の台帳を管理する責任があり
ます。） 

（各々の州は台帳を更新して、毎年電子データを連邦道路庁に提出します。） 

（連邦道路庁は、全国の橋梁の状態をモニタリングします。） 

（橋梁の責任は誰にあるか？） 

英文出典：FHWA職員 2014.10.15 講演資料「Bridge and Tunnel Program Overview」 

米国の道路橋の管理について 
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橋梁台帳（NBI)のリスト 

連邦道路庁で公開している橋梁データ（個別リスト） 

○連邦道路庁では、ホームページにて橋梁点検結果を、橋梁ごとにコード化したデータ形
式で公表されており、取得可能。 

１橋梁分のデータ 

項目数約140、全432

桁で構成され、列番号
ごとに、左記のような
意味を持つ。 
 

米国の道路橋の公開状況について 
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○個別のリストの他、州・郡別の欠陥橋梁数の集計などが公表されている。 

連邦道路庁のウェブサイトで公開されている州の欠陥橋梁数のマクロデータの一例 

（例：2013年、アラバマ州、連邦政府管轄の橋梁を含むデータ） 

連邦道路庁で公開している橋梁データ（集計データ） 

米国の道路橋の公開状況について 


